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商業及び工業については，多彩な人と豊かな資源で織りなすにぎわい活力都市の実
現に向け，地域資源・特性を生かした産業の活性化を図るほか，新たな産業の創出や
地場産業の成長促進，企業・人材の育成等により，地域産業の振興に取り組んでいる。
農業，林業等については，農林水産業の持続的発展と活力ある農村地域づくりを目
指し，都市型農業の推進や地域の特性を生かした農業の振興を図るほか，多様な機能
を持つ森林の育成や，豊かな漁場造成と生産基盤の充実等により，農林水産業の振興
に取り組んでいる。
中央卸売市場については，生鮮食料品等の取引の適正化と流通の円滑化を図るとと
もに，市場の活性化に関係団体等と一体になって取り組んでいる。

１ 商工概況
敢 事業所概要

本市は，南九州における産業活動の拠点都市として重要な役割を担いながら，商
業・サービス業を中心に発展をつづけている。
平成26年７月１日現在の経済センサス（基礎調査）によると，産業別事業所数は卸
売・小売業が全体の28．5％で最も多く，宿泊業，飲食サービス業が１３．１％，医療・福
祉が９．１％とつづいている。経営規模については，従業者規模別でみると，中小・零
細な事業所が多く，従業者数４人以下が56．９％を占めている。
① 産業別事業所数（非農林漁業） （平成26年経済センサス－基礎調査）

（注）数字は，公務を除く民営のみの集計である。
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産 業

１事業所当たり
従業者数（人）

従 業 者 数事 業 所 数区 分
産 業 構成比（％）実 数（人）構成比（％）実 数

7．10．0%500．0%7鉱業，採石業，砂利採取業

8．27．0%19，3888．4%2，369建 設 業

13．76．3%17，3744．5%1，271製 造 業

56．10．4%1，2340．1%22電気・ガス・熱供給・水道業

18．21．7%4，8390．9%266情 報 通 信 業

22．26．0%16，6762．7%752運 輸 業 ・ 郵 便 業

8．825．3%70，27528．5%8，030卸 売 業 ・ 小 売 業

14．63．0%8，4112．0%575金 融 業 ・ 保 険 業

3．72．4%6，6956．4%1，809不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

6．03．1%8，5525．0%1，414学術研究，専門・技術サービス業

7．810．4%28，88213．1%3，706宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業

5．04．5%12，3848．9%2，501生活関連サービス業，娯楽業

13．34．4%12，1643．2%915教 育 ， 学 習 支 援 業

18．817．5%48，5199．1%2，578医 療 ・ 福 祉

16．31．0%2，8550．6%175複 合 サ ー ビ ス 事 業

10．67．0%19，4506．5%1，832サービス業（他に分類されないもの）

100%277，748100%28，222総 数



② 産業別・規模別事業所数（非農林漁業）

（平成26年経済センサス－基礎調査）

（注）数字は，公務を除く民営のみの集計である。
柑 商 業

平成26年７月１日現在の商業統計調査によると，事業所数8，030，従業者数64，407
人，年間商品販売額約２兆2，391億83百万円で，それぞれ県全体の36．7％，46．1％，
60．3％を占めている。

（平成26年商業統計調査）

（注１）｢無店舗小売業｣は，平成26年調査からの新業種
（注２）｢年間商品販売額｣については，積み上げた数値とその合計値は四捨五入の関係
で必ずしも一致しない。
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売場面積
（㎡）

年間商品販売額
（百万円）

従業者数
（人）事業所数項 目

業 種
－5，20411311各 種 商 品卸

売

業

－12，42453268繊 維 ･ 衣 服 等
－751，5587，133600飲 食 料 品
－393，4154，734546建築材料､鉱物･金属材料等
－240，6905，754728機 械 器 具
－233，2325，188601そ の 他 の 卸 売 業
－1，636，52223，4542，554計

80，21269，2102，82021各 種 商 品小

売

業

78，21237，2913，434777織物･衣服･身の回り品
172，943154，18716，0441，656飲 食 料 品
47，480125，9954，819806機 械 器 具
174，582170，01711，4061，982そ の 他 の 小 売 業

－45，9612，430234無 店 舗 小 売 業
553，429602，66140，9535，476計
553，4292，239，18364，4078，030総 計

計
出向・派
遣従業者
のみ

３００人
以上

２００～
２９９人

１００～
１９９人

５０～
９９人

３０～
４９人

２０～
２９人

１０～
１９人

５～
９人

１～
４人

従業者別
産 業

7－－－－－－－214鉱業，採石業，砂利採取業

2，3697－173557893207041，149建 設 業

1，2713３２15477472176264615製 造 業

22－－312－3436電気・ガス・熱供給・水道業

266－２１51416175358100情 報 通 信 業

7523－62858777911798286運 輸 業 ・ 郵 便 業

8，03031８１４431041962841，0341，7094，607卸 売 業 ・ 小 売 業

5756１２7134134112155204金 融 業 ・ 保 険 業

1，8099－－181928651941，485不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業

1，41441－282024129303923学術研究，専門・技術サービス業

3，7061２１9371001654528392，100宿泊業， 飲 食 サ ー ビ ス 業

2，5016－142635501462881，945生活関連サービス業，娯楽業

9151４３8173650109137550教 育 ， 学 習 支 援 業

2，5786１５１１4986150200499693869医 療 ・ 福 祉

1751２－－324287263複 合 サ ー ビ ス 事 業

1，83228４１０214838611822741，166サービス業（他に分類されないもの）

28，222106４２５５2005068611，1603，4285，79216，072総 数

100%0．4%0．１%0．２%0．7%1．8%3．1%4．1%12．1%20．5%56．9%構 成 比 （ ％ ）



飲食店については，平成26年７月１日現在の経済センサス（基礎調査）によると，事
業所数3，246，従業者数21，832人となっている。

（平成26年経済センサス‐基礎調査）

桓 工 業

平成26年１２月３１日現在の工業統計調査（従業者４人以上の事業所）によると，事業所数
は497，従業者数は１1，904人，製造品出荷額等は３，４69億5，611万円となっている。
業種別に製造品出荷額等をみると，食料品製造業が最も多く，続いて，飲料・たば
こ・飼料製造業，金属製品製造業の順となっている。

① 工業における事業所数等（従業者４人以上の事業所）

（平成26年工業統計調査）

（注）Ｘは統計処理上公表することが好ましくないものを表す。

－２３３－

製 造 品 出 荷
額等（万円）

従 業 者 数
（人）事 業 所 数業 種 分 類

15,759,989６，１20159食 料 品 製 造 業
10,440,57177536飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業
362,03257437繊 維 工 業
373,29920616木 材 ・ 木 製 品 製 造 業
243,35822327家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

Ｘ193７パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業
1,385,8631,03356印 刷 ・ 同 関 連 業
694,030108４化 学 工 業

Ｘ44３石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業
152,964995プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業

Ｘ18２ゴ ム 製 品 製 造 業
－－－な め し 革 ・ 同 製 品 ・ 毛 皮 製 造 業

1,092,62050827窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業
Ｘ724鉄 鋼 業
－－－非 鉄 金 属 製 造 業

1,496,44773243金 属 製 品 製 造 業
Ｘ48５は ん 用 機 械 器 具 製 造 業

759,30833917生 産 用 機 械 器 具 製 造 業
Ｘ67６業 務 用 機 械 器 具 製 造 業
Ｘ229３電子部品・デバイス・電子回路製造業

223,2161347電 気 機 械 器 具 製 造 業
－－－情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業

315,5771187輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業
342,79726426そ の 他 の 製 造 業

34,695,61111,904497計

従業者数（人）事業所数項 目
業 種

21，8323，246飲 食 店
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② 本市特産品の製造品出荷額等 （平成26年工業統計調査）

鹿児島臨海工業地帯の企業（製造業）立地状況 （平成２０年工業統計調査）

（注）全事業所

棺 貿 易

① 概 況

平成27年の鹿児島港における貿易総額（通関実績）は，9，401億7，763万円で，
前年に比べ35．７％の減である。輸出総額は，２2億3，936万円（貿易総額の０．２％）
で，前年比13．0％の減，輸入総額は9，379億3，828万円（貿易総額の９９．８％）で，
前年に比べ35．8％の減であった。
貿易面からみると圧倒的に輸入港としての性格が強い。
輸出については，金属鉱及びくずが全体の45．3％でもっとも多く，次いで輸送
用機器が45．２％などとなっている。
一方，輸入については，全体の93．0％を原油及び粗油が占めており，次いで穀
物及び同調製品が3．6％などとなっている。

－２３４－

備 考
製造品出荷額（百万円）事 業 所 数

区 分
市県市県

従 業 者 ４ 人
以 上 の 事 業 所

19,66437,06730200荒 茶 ・ 緑 茶
6,268113,2094108焼 酎
2785431116本 場 大 島 紬

業 種事業所数用 地 名
食料品２４，金属製品１５，家具・装備品９，木材・木製品５，窯
業・土石５，飲料・たばこ・飼料４，印刷３，生産用機械３，
輸送用機械３，化学２，鉄鋼２，パルプ・紙，はん用機械，業
務用機械，電子部品・デバイス・電子回路，電気機械各１，その
他の製造業５

８５１ 号 用 地

食料品２３，飲料・たばこ・飼料１６，印刷９，金属製品５，窯業・土
石４，パルプ・紙２，生産用機械２，繊維，化学，石油製品・
石炭製品，鉄鋼，輸送用機械各１

６６２ 号 用 地

木材・木製品８，食料品４，家具・装備品３，電気機械２，窯
業・土石１１８３ 号 用 地

はん用機械２，金属製品，生産用機械，電気機械各１５４ 号 用 地
家具・装備品９，木材・木製品５，金属製品４，繊維３，食料
品，窯業・土石各１，その他の製造業４２７東 開 町

工 業 用 地
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② 鹿児島港・鹿児島空港における通関実績 （単位：千円，％）

資料：平成27年外国貿易年表（長崎税関）

③ 国別輸出額（鹿児島港） （単位：千円，％）

資料：平成27年外国貿易年表（長崎税関）

④ 国別輸入額（鹿児島港） （単位：千円，％）

資料：平成27年外国貿易年表（長崎税関）

－２３５－

平成27年平成２６年平成２５年
区分

対前年比実 績対前年比実 績対前年比実 績
87．0％２，239，362７３．１％２，５７３，０１０１１３．５％３，５２０，２１０鹿 児 島 港輸

出
66．4％958，129３５．２％１，４４２，９５３１１１．９％４，０９９，３３４空 港
79．6％3，197，491５２．７％４，０１５，９６３１１２．６％７，６１９，５４４計
64．2％937，938，275９４．９％１，４６０，３２６，６９７１２３．５％１，５３９，４４４，１５５鹿 児 島 港輸

入
124．3％4，421，015１７０．１％３，５５７，０４５１４９．０％２，０９１，０４１空 港
64．4％942，359，290９５．０％１，４６３，８８３，７４２１２３．５％１，５４１，５３５，１９６計
6４．4％940，177，637９４．８％１，４６２，８９９，７０７１２３．４％１，５４２，９６４，３６５鹿 児 島 港輸

出
入
合
計

107．6％5，379，144８０．８％４，９９９，９９８１２２．１％６，１９０，３７５空 港
64．4％945，556，781９４．８％１，４６７，８９９，７０５１２３．４％１，５４９，１５４，７４０計

主 要 品 目構 成 比金 額国 名
金属鉱及びくず57．91，296，985大 韓 民 国
船舶類14．4322，000モ ン ゴ ル
金属鉱及びくず11．6259，708中華人民共和国
金属鉱及びくず9．1204，095台 湾
一般機械2．554，995シ ン ガ ポ ー ル

4．5101，579そ の 他
（前年比：△１３．０％）１００．０２，239，362合 計

主 要 品 目構 成 比金 額国 名
原油及び粗油３０．7288，268，734サウジアラビア
原油及び粗油１6．4154，078，252アラブ首長国連邦
原油及び粗油9．0８４，２４１，766ロ シ ア
原油及び粗油7．９73，668，601ク ウ ェ ー ト
原油及び粗油5．652，340，621コ ロ ン ビ ア

30．4285，340，301そ の 他
（前年比：△3５．8％）１００．０937，938，275合 計
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款 商工業振興対策

① 商業・サービス業振興

商業・サービス業については，消費者ニーズの多様化・個性化，地域間・業態
間競争の激化，情報化の進展などの経営環境の変化に商業者等が的確に対応し，
経営力の向上を図るため，研修会等に講師を派遣するとともに，基礎資料の収
集・情報提供を行い，長期的な街づくりを踏まえつつ，環境整備や共同事業など
を支援することにより，魅力ある商店街の形成を促進する。
また，中小企業の情報化を進めるとともに，情報関連企業やデザイン関連産業
等の育成支援，ベンチャービジネスの展開や新規創業の促進，コールセンター業
などの企業立地推進に取り組む。
（商業・サービス業施策）

ア にぎわい商店街づくり支援事業
商店街の課題等を分析する商店街診断の実施に対し支援する。また，その結
果を踏まえた商店街づくり計画の策定を支援する。（平成27年度実績４件）

イ 中小企業振興条例に基づく助成事業
一般公衆の利便に寄与する街路灯・アーケード等の共同施設や事業共同化の
ための共同施設を設置する商店街に対し，助成対象事業費の２分の１以内（補
助限度額：１事業につき１億円）を助成し，また，ＬＥＤ等の省エネ型街路灯
への改修を行う商店街に対し，助成対象事業費の２分の１以内（補助限度額
１００万円）を助成する。（平成27年度実績６件）
さらに，中小企業者が事業協同組合等を組織した場合に，５万円＋２千円×
組合員数（補助限度額１０万円）を助成する。（平成27年度実績１件）
ウ 元気の出る中小企業支援事業
共同事業等の研究会や個店の経営に必要な知識や情報を習得するための研修
会等を自主的に実施する，商店街及び中小企業者で組織するグループ等に対し
て，専門的知識や経験を有するアドバイザー等を派遣する。（平成27年度実績
１５件）
エ 街なか空き店舗活用事業
中心市街地内の空き店舗を活用して，商店街内の業種構成の見直し及び不足
業種などの再配置（テナントミックス事業）を行う事業者に対し，店舗の借上
経費について助成する。（平成27年度実績８件）
オ 頑張る商店街支援事業
商店街等が独自のアイデアや創意工夫を生かし，商店街の活性化を図るため
に実施する事業に対し，補助対象経費の２分の１以内（補助限度額：総合支援
型は4００万円，個別支援型は６０万円）を助成する。（平成27年度実績42件）
カ 明るい商店街づくり支援事業
商店街の夜の魅力の創出と消費者が安心して楽しく買物ができる環境づくり
を促進するために，商店街が設置し，維持管理する街路灯等にかかる電気料の
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一部及びリース契約により省エネ電球を導入した場合のリース料の一部につい
て助成する。（平成27年度実績69件）
キ よか店コラボ支援事業
商業・サービス業等を営む事業者同士が連携し，各事業者が持つ技能や商品
知識などを生かして，商品やサービス等の認知度向上を図る情報発信等を行う
取組に対し，補助対象経費の２分の１以内（補助限度額30万円）を助成する。
（平成27年度実績４件）
ク 地域繁盛店づくり支援事業
実践的なセミナーと店舗での指導を組み合わせた研修会を開催し，地域商業
の中核となる繁盛店を育成することにより，商店街全体の活性化につなげる。
（平成27年度実績７件）

ケ 情報関連産業の育成支援
ソフトプラザかごしまを拠点に情報関連産業の育成支援を図る。

契 ソフトプラザかごしまの運営
形 入居企業等に対する支援
・ソフトプラザかごしまの概要
所在地 名山町９－１５
供用開始 平成１３年４月
延床面積 ２，７３２．２釈
入居室２４室，情報提供コーナー，会議室などを設置

② 工業・地場産業振興

本市工業は，食料品関連産業及び印刷関連産業などの中小企業が中心となって
おり，その約８割は小規模企業である。また，企業立地の状況は，鹿児島臨海工
業地帯（約８６７ｈａ）に比較的規模の大きい食料品関連産業や金属製品，木材・木
製品製造業等が集積しているものの，他の企業は市街地に散在しており，住工混
在の状況も見受けられる。
今後は，社会経済環境の変化に対応し，経営基盤の強化，製品の品質向上や技
術力，研究開発力等の充実を図るとともに，地域の資源や特性を生かした新事業
の創出や新分野への事業展開などのほか，創業や起業家をめざす人材の育成やベ
ンチャー企業の育成支援に，産学官が連携して取り組む。
更に，地場産業については，伝統技術・技能を継承する後継者の確保と育成に
努めるとともに，経営基盤の強化を図り，鹿児島らしさを生かした企業の振興に
努める。
（工業・地場産業施策）

ア かごしまの新特産品コンクールの開催
製造業者の新商品開発の促進と，技術やデザインの向上・改善等を図るた
め，県内で新たに開発・製造・改良された商品のコンクールを開催し，優秀商
品を表彰するとともに，入賞商品を市内や県外で展示・販売することにより，
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特産品のＰＲと販路拡大を図る。
イ 伝統的工芸産業の活路開拓支援事業
伝統的工芸産業の活性化を図るため，本場大島紬など伝統的工芸産業の産地
組合等が活路開拓を目的として行う事業に対し助成を行うとともに，県薩摩焼
協同組合等とともに，薩摩焼フェスタを開催する。（平成27年度実績２件）

ウ 地場産業支援のための施設管理等
市内の大島紬，竹製品製造業者の作業の場として，大島紬締機センター（真
砂本町５８番２６号），大島紬のり張りセンター（卸本町４番地２），竹産業振興セ
ンター（小山田町９３５３）を運営し，本場大島紬産業，竹産業の振興・育成を図る。
エ 中小企業振興条例に基づく助成事業
中小企業者が事業協同組合等を組織化したり，事業協同組合等が構成員の事
業共同化のための共同施設等を設置する事業に対し助成を行う。（平成27年度助
成実績：なし）
オ 「メイドインかごしま」支援事業
本市中小企業者（製造業者等）の経営力の強化や製品等の販路拡大の取組を
支援する。
契 経営力強化事業
・製造業者や製造業グループへのアドバイザー派遣（平成27年度実績20件）
・中小企業者（製造業者等）の新製品等開発，知的財産権等取得等に対する
助成（平成27年度実績８件）
・相談会の開催

形 新製品等支援事業
・中小企業者（製造業者等）の新製品，新技術の開発等に対する助成（平成
27年度実績４件）

・中小企業者が行う新商品の販路開拓に対する助成（平成27年度実績10件）
径 販路拡大推進事業
・観光と物産のＰＲ
・四市（鹿児島市，熊本市，福岡市，北九州市）連携による地場企業販路拡
大推進
・中小企業者（製造業者等）の国内見本市，商談会等への出展，主催展示会
等に対する助成（平成27年度実績37件）

カ よかもん自慢支援事業
かごしまの新特産品コンクールにおいて市長賞及び県知事賞等を受賞した市
内企業の商品の販路拡大の取組を支援することにより，活力ある地場産業の育
成・振興を図る。（平成27年度実績２件）
キ 輸出チャレンジ支援事業
中小企業者が，海外での販路拡大を目的に，日本貿易振興機構等が主催・共
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催又は後援する合同展示会等へ出展する際に要する経費の一部を補助する。
（補助対象経費の２分の１以内，補助限度額；１～３年度目２０万円，４～５年
度目１0万円）（平成27年度実績13件）

③ 中心市街地活性化

本市では，第１期計画の計画期間終了に伴い，新たに第２期計画（計画期間平
成２５年４月～３０年３月）を策定し，内閣総理大臣の認定を受けた。第１期計画の
成果を生かしながら，観光・商業・交流によるにぎわいあふれるまちづくりを，
市民・事業者・行政等が一体となって進める。
ア 中心市街地活性化推進事業
認定を受けた第２期計画の着実かつ円滑な推進を図るとともに，活性化の状
況把握や中心市街地活性化協議会に対する支援等を行うことにより，都市機能
の増進及び経済活力の向上を促進する。
イ 街なかサービス推進事業
中心市街地における来街者の利便性と回遊性の向上や，街なかのにぎわい創
出を図るため，観光やイベント等の案内，トイレ・ベビーカーの貸出等の街な
かサービス及び特産品の展示などを行う天まちサロンを運営する。

④ その他

ア ＳＯＨＯ事業者の育成支援
ソーホーかごしまを拠点にＳＯＨＯ事業者等の育成支援を図る。

契 ソーホーかごしまの運営
形 入居者等に対する支援
径 新規創業者に対する創業準備支援
・ソーホーかごしまの概要
所在地 易居町１－２（市役所みなと大通り別館６階）
供用開始 平成１６年１２月
延床面積 １，４３９．２釈
入居室２１室，創業準備ブース，交流サロン，会議室などを設置
イ 企業立地の推進
市外企業の誘致や地元企業の増設等による企業立地を戦略的に推進し，本市
商工業の振興，雇用の拡大に繋げる。
契 企業訪問活動
形 企業立地パンフレットの作成配布等によるＰＲ活動
径 鹿児島県企業誘致推進協議会が行う企業立地懇話会や事務研修会への参加
恵 企業立地に対する優遇制度

ウ 新規創業者等育成支援事業
ベンチャービジネスの展開や新規創業の促進，中小企業の情報化促進を図る
ため，インキュベーション・マネージャーの配置や創業スキルに関するセミ
ナーの開催など，新規創業者等に対する支援を行う。

－２３９－



産

業
（
１
商
工
概
況
）

エ 新産業創出支援事業
新たな産業を創出するため，健康などの分野における新商品等の開発に向け
た共同研究開発等への助成や試作品等のマーケティング調査などの支援を行
う。
オ フードビジネス推進事業
かごしまの豊かな農林水産資源や食品加工技術等を生かしたこだわりのある
新商品等開発を促進するため，食品関連事業者の商品開発や販路開拓等を支援
するほか，県内事業者間のマッチング交流会を開催し，食品関連産業の振興を
図る。
カ 商工業振興プラン推進事業
本市商工業振興の基本計画である商工業振興プランを着実に推進するため，
推進会議においてプランに掲げた施策の実施状況等について協議を行い，商工
業振興の推進を図る。
キ クリエイティブ産業創出支援事業
市内デザイナーのスキルアップや製造業者等のデザイン面での事業革新を支
援するため，「かごしまデザインアワード」を開催するとともに，デザイン関
連講座を実施し，デザイン業をはじめとするクリエイティブ産業の振興を図
る。
ク クリエイティブ人材誘致事業
本市の都市機能の集積を生かし，製品等の高付加価値化の促進や新たな価値
を創造するクリエイティブ産業の創出を図るため，首都圏等に集中しているク
リエイティブ人材を誘致する。
ケ ソフトプラザかごしまリニューアル事業
創造的な新規創業や新事業展開を促進し，地域産業の競争力強化を図るた
め，ビジネス・インキュベーション施設として求められる役割や機能を見直
し，ソフト・ハード両面からリニューアルを行う。

歓 雇用対策

① 雇用機会の拡大促進

ア 助成制度
・就職困難者等雇用奨励金制度
障害者，高年齢者，母子家庭の母等，父子家庭の父及びその他就職が特に困
難な者の雇用の拡大・促進を図る。
・トライアル雇用支援金制度
雇用機会の拡大及び安定的な雇用の確保を図るため，国のトライアル雇用事
業又は障害者トライアル雇用事業の実施後も引き続き対象労働者を雇用してい
る市内事業主に対し支援金を支給する。
・中小企業ＵＩＪターン人材確保支援事業
市内中小企業のＵＩＪターンによる人材の確保を支援するため，県外で開催

－２４０－



産

業
（
１
商
工
概
況
）

される合同企業説明会等に参加する事業所に対し，その経費の一部を助成する。
イ 若年者の雇用促進
・若年者就職サポート事業
市職員による経済団体等への雇用枠拡大の訪問要請や国・県・関係機関が実
施しているセミナー等を紹介した「キャリア形成ガイドブック」の作成・配
布，就職を希望する市内の高校３年生や新規就職者をそれぞれ対象としたセミ
ナー・講演会を行う。
・ものづくり職人人材マッチング事業
ものづくりに興味のある若年者への職場体験等の場の提供やホームページを
活用した職人等の魅力の情報発信により，担い手の掘り起しを行い，ものづく
り分野での就職・起業につなげる。
ウ 高年齢者の就労促進
・シルバー人材センターへの助成
設 立 昭和５６年１０月１３日
会 員 数 ２，601人（平成28．３．３１現在）
目 的 「生きがい」や「社会参加」を希望する高年齢者に対し，臨時

的・短期的就業又は，その他の軽易な業務に係る就業の機会を提供
する同シルバー人材センターの運営を支援し，高年齢者の就業機会
の拡大を図る。

・コーディネーター，就業開拓員の配置等
就業機会の拡大等を目的にシルバー人材センターに配置されているコーディ
ネーター等に係る経費の一部を助成する。
・就労促進ガイドブックの発行
・シニア世代のＩＴスキルアップ講座の開催
エ 障害者の雇用促進
・障害者技能向上支援事業
特別支援学校の生徒を対象に技能体験教室や職場見学を実施し技能向上の機
会を提供するとともに，職業技能を競い合うアビリンピック出場を目指す従業
員を雇用している事業主に対し技能習得に要する経費を助成する。
オ 労政広報紙誌の発行
・中小企業のひろば，労政のしおりの発行
カ 雇用相談室の設置
・市民相談センター内に相談室を設置し，雇用，労働に関する各種相談等への
対応や，ハローワークの求人情報をもとにした無料職業紹介を行っている。

② 職業能力の開発促進

ア 助成制度
・認定職業能力開発連絡協議会への助成
・認定職業能力開発校特例運営費助成
イ 職業訓練センターの設置
平成１８年度から職業訓練法人鹿児島市職業訓練協会が，指定管理者として施
設の管理運営を行っている。
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・開 設 昭和４７年７月２２日
・敷地面積 ３，６２３．１３釈 ・敷地延床面積 ２，３４８．４７釈

ウ 技能功労者等表彰
・技能功労者表彰
優れた技能を有し，他の模範となる者（４５歳以上，同一職種経験年数２０年以上）

・青年優秀技能者表彰
青年優秀技能者にふさわしい優れた技能を有し，将来を嘱望される者（３９歳
以下，同一職種経験年数１０年以上）
エ 市認定職業能力開発校優良訓練修了生の表彰
オ ものづくり職人育成支援事業
ものづくり分野の技能継承，技術力向上等を図るとともに，市内事業所の人
材育成を支援するため，職業訓練センターで実施される職業訓練に要する経費
を助成する。

③ 勤労者福祉

ア 助成制度
・中小企業退職金共済制度等への加入促進
中小企業の人材確保と従業員の福祉の増進を図るため，新規に中小企業退職
金共済制度等に加入した事業主に対し，同制度の共済掛金の一部を助成する。
・中小企業勤労者福祉サービスセンターへの助成
設 立 平成５年７月１日
会 員 数 19，277人（平成28．３．３１現在）
目 的 市内の中小企業勤労者に対し在職中の生活の安定，健康の維持増

進，自己啓発，余暇活動等に係る総合的な福利厚生事業を提供する同
サービスセンターの運営を支援する。

イ 勤労者交流センターの設置
勤労者の余暇活用の充実と相互の交流を促進するために設置したもので，体
育館，トレーニングルーム，多目的ホールなどのほか，情報コーナーやふれあ
いコーナーなどのオープンスペースを備えた施設となっている。
平成１８年度から（公財）鹿児島市中小企業勤労者福祉サービスセンターが指定
管理者として施設の管理運営を行っている。
所 在 地 中央町１０番地（キャンセ７・８階）
供用開始 平成１３年１月１９日
開館時間 午前９時～午後９時
休 館 日 年末年始（１２月２９日～１月３日）
主な施設

－２４２－

定 員 等施 設 名

８階

定 員 等施 設 名

７階

バレーボール・卓球等
３０人
３００人

体育館
トレーニングルーム
多目的ホール

７０人
１０人
１０人
３０人
２０畳
２４畳
３０人

第１会議室
第２会議室
第３会議室
第４会議室
第１和室
第２和室
創作室
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ウ ワーク・ライフ・バランスを目指す事業所応援事業
働きやすい職場づくりを進めるため，ワーク・ライフ・バランスの推進方法
などをパンフレットやセミナー等によりわかりやすく紹介し，事業所の意識啓
発を図るとともに無料のコンサルト派遣により具体的な取組を支援する。

２ 融資制度
市内の中小企業者に対する事業資金の融資を円滑にし，中小企業の振興を図るため，
信用保証料の全額又は一部を補助するなど低金利で利用しやすい融資制度を設けると
ともに，県信用保証協会等に対する損失補償を実施している。また，県信用保証協会
に対し，財政基盤を強化するための出捐を行っている。
敢 中小企業融資制度

目 的 本市で中小企業を営み，事業振興及び経営の改善を図るため資金を必
要とする者などに対し，事業資金の融資を円滑にし，中小企業の振興を
図ることを目的とする。

融資対象 ① 市内に住所及び事業所を有する個人又は法人の中小企業者等
② 申込みの時までに引き続き６月以上同一事業を営んでいること。
（創業支援資金を除く）

③ 納期の到来している市税を完納していること。
④ 経営内容及び資金の使途が明確で，償還が確実と認められること。
⑤ 鹿児島県信用保証協会の保証を受けることができる者であること。
⑥ 上記のほか，資金の種類ごとに利用要件等を定める。

資金の種類，融資の対象 （平成28．４．１現在）

－２４３－

連帯保証人保証料
補 助

保証料率…注８融 資 利 率
（融資期間に応じて）融 資 期 間融 資 限 度 額資金使途資 金 の 種 類

無担保

信用保証協会
の 定 め る
ところによる

１／２
（２／３）
…注１

年０．４５％
～１．９０％

１年以内 年１．９％
１年超３年以内 年２．１％
３年超７年以内 年２．４％
７年超 年２．５％

運転７年以内（１年据置含）
設備１０年以内（１年据置含）３，０００万円

運転資金

設備資金
産 業 振 興 資 金

不 要

３／５

年０．６５％
（年０．６％）…注2１年以内 年１．９０％

１年超３年以内 年２．０５％
３年超５年以内 年２．２５％
５年超 年２．３５％

７年以内 （１年据置含）

１，２５０万円
運転資金

設備資金

特 別 小 口 資 金

信用保証協会
の 定 め る
ところによる

年０．５％
～２．２％

１，２５０万円
（ただし，既存の保証
残高との合計の範囲内
とする）

小規模企業支援資金

信用保証協会
の定めるとこ
ろ に よ る

２／３
（３／４）
…注６

年０．４５％
～１．９０％

１年以内 年１．９０％
１年超３年以内 年２．０５％
３年超５年以内 年２．２５％
５年超７年以内 年２．３５％
７年超 年２．４５％

運転７年以内（１年据置含）
設備10年以内（１年６月据置含）

１，０００万円
（うち運転資金は
700万円以内）
ただし必要額の80％
以内…注4

運転資金
設備資金

創 業 支 援 資 金
…注３

（転業・多角化）
1,200万円

（事業拡大・新産業
創出研究会・新特産
品コンクール）…注5

3,000万円

事 業 転 換 ・
多 角 化 ・
事 業 拡 大新

事
業
展
開
支
援
資
金

３／４新 産 業
創 出 研 究 会

４／５新 特 産 品
コ ン ク ー ル
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（注1）設備資金として利用する場合，保証料補助は２／３。運転・設備資金両方を利用する場合は，
設備資金が全体の２／３を超える場合に適用。
保証料率が年1.25％以上の場合は年0.6％（設備資金として利用する場合は年0.8％）で算出した
保証料相当額を補助。

（注2）NPO法人が利用する場合の保証料率は（ ）内。
（注3）創業支援資金の利用者に対して，当初12月以内の支払利子相当額を補助。（上限30万円）
（注4）融資金額は，開業に係る経費の80％以内で，自己資金が20％以上必要。
（注5）事業拡大について，移転・増設等は融資対象外。
（注6）本市主催のセミナー等の修了者が利用する場合，保証料補助は３／４。
（注7）突発的な災害や全国的に業況が悪化している業種であることなどの事由により，経営の安定に

支障を生じている中小企業者で，市長の認定を受けたもの。
（注8）以下に該当する場合，それぞれ年0.1％の割引あり。（一部資金を除く）

・「中小企業の会計に関する基本要領」の適用状況を確認できる事業者又は会計参与設置会社若
しくは公認会計士，監査法人の監査を受けている利用者。
・ISO14001，エコアクション21又はグリーン経営の認証を受けている利用者。
・担保の提供がある利用者。

貸付実績

－２４４－

計協同組合大島紬新事業
展 開創 業災 害環境配慮経営安定化小規模

企 業特別小口短 期産業振興区
分

1,832件072964075929914641,244２６
年
度 14,144,218千円0144,80553,900226,780047,919892,0801,120,25044,260253,65011,360,574

1,789件05894311292989731,26827
年
度 13,944,935千円0137,59869,000154,4006,00015,000382,5001,179,71021,200255,90011,723,627

連帯保証人保証料
補 助

保証料率…注８融 資 利 率
（融資期間に応じて）融 資 期 間融 資 限 度 額資金使途資 金 の 種 類

無担保

信用保証協会
の 定 め る
ところによる

4／5

年0.４5％
～1.９0％

１年以内 年１．９０％
１年超３年以内 年２．０５％
３年超５年以内 年２．２５％
５年超７年以内 年２．３５％
７年超 年２．４５％

運転７年以内（１年据置含）
設備１０年以内（１年据置含）３，０００万円

運転資金
設備資金

環境配慮促進資金

１～６号 年０．８７％
７～８号 年０．８０％

１年以内 年１．９％
１年超３年以内 年２．０％
３年超５年以内 年２．１％
５年超７年以内 年２．３％
７年超 年２．４％

運転７年以内（２年据置含）
設備１０年以内（２年据置含）

３，０００万円特定中小企業者

経 営
安定化
資 金
…注７

年０．８０％３，０００万円東日本大震災関連
特 別 対 策

年０．４５％
～１．９０％

３，０００万円経済環境変化等

全額運転７年以内（２年据置含）
設備１０年以内（３年据置含）１，５００万円災 害 対 策 資 金

商工組合中央
金庫の定める
ところによる

１年以内 年１．９％
（売上減 年１．６５％）

１年超 年２．１％
３年以内 （１年据置含）組 合 ５，０００万円

組合員 ２，０００万円運転資金大島紬緊急救済対策資金

１年以内 年１．９％
１年超３年以内 年２．１％
３年超７年以内 年２．４％
７年超 年２．５％

運転７年以内（１年据置含）

設備１０年以内（１年６月
据置含）

組 合 ６，０００万円
組合員 ３，０００万円
事業実績が６月未満の
組 合 ２，０００万円
組合員 １，０００万円

運転資金
設備資金協同組合等活性化資金
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柑 県信用保証協会（平成28．４．１現在）（特殊法人 事業開始 昭和２３年１２月）
保 証 資 格 県内に事業所（個人の場合は住居又は事務所）を有し，事業を営んでい

る中小企業
保証限度額 個人・法人２８０，０００千円，組合４８０，０００千円
保 証 期 間 運転資金１５年以内 設備資金２０年以内
保 証 料 一般保証 年率０．４５～１．９０％

※「中小企業の会計に関する基本要領」の適用状況を確認できる事業
者，会計参与設置会社又は公認会計士若しくは監査法人の監査を受
けている方，担保の提供がある事業者，ISO１４００１，エコアクショ
ン２１又はグリーン経営の認証を受けていることを示す書類を提出す
る事業者については，保証料率の割引がある場合がある。

① 市出捐金

昭和２６年度から平成１０年度まで２９２，２３０千円
② 基本財産 （平成28．３．３１現在）（単位：千円）

③ 保証実績 （単位：千円）

（資料：鹿児島県信用保証協会）

３ 計量検査所
計量の適正化のため，計量器の検査，計量管理の指導・監視を充実するとともに，
暮らしに役立つ計量啓発に努める。
敢 計量検査指導事業

① 特定計量器定期検査（質量計） （平成27年度）

－２４５－

計基金準備金金 融 機 関
そ の 他

そ の 他 の
市 町 村鹿 児 島 市鹿 児 島 県

１5，110，9419，322，804１，４０５，９４２３８１，９７０２９２，２３０３，７０７，９９５

代 位 弁 済 額保 証 債 務 残 高保 証 承 諾
区 分

金 額件 数金 額件 数金 額件 数

３，６３６，９７８４６１１７９，５０４，２６３２２，６３２６８，０１６，３０６６，８４８２６年 度県
全
体 3，008，342375172，034，31621，73169，802，7756，72727年 度

１，８０７，０８６２４２８６，８２４，７２７１０，１７６３３，７９６，７１０３，１８１２６年 度本
市
分 1，683，18219882，931，9239，76035，074，3923，17727年 度

不合格率（％）不合格個数検 査 個 数検 査 戸 数

3．1652，073748集 合 検 査

1．1１94４所 在 場 所 検 査

00733433巡 回 検 査

２．３６６２，９００１，１８５合 計
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② 特定計量器立入検査 （平成２7年度）

③ 商品量目立入検査 （平成２７年度）

柑 暮らしに役立つ計量啓発事業

① 「計量のひろば」の開催

計量記念日に，県や県計量協会等と共催し，計量思想の普及啓発を図るため，
「計量のひろば」を開催し，商品量目コーナー等を実施する。
② 商品量目体験教室及びキッズ計量体験教室の開催

消費生活に関連が深い「計量」について認識を深めてもらうため，「消費生活
エキスポかごしま」において，商品量目体験教室及びキッズ計量体験教室を開催
する。

４ 農林水産業
敢 現況

本市の農林水産業を取り巻く現状は，農林水産業従事者の高齢化や担い手の不足，
遊休農地の増加並びに降灰被害や家畜防疫への対応などの課題のほか，間伐などの適
切な管理が行われていない森林の増加，木材価格や魚価の低迷などが見られている。
また，農村地域の活力の低下や，生産活動が適切に行われることにより発揮される自
然環境の保全・良好な景観の形成・伝統文化の伝承等，農村地域の有する多面的機能
の低下が懸念されている。一方，近年都市部住民の農林水産業及び農村地域に対する
関心が高まっていることから，農林水産物の消費宣伝や農林漁業体験などを進め，安
全安心かつ新鮮で良質な農林水産物の生産振興とともに，農村地域の魅力的な資源を
活用した都市部住民との交流による，活力ある農村地域づくりを進めることが求めら
れている。

－２４６－

不正率（％）不 正 個 数検 査 個 数検 査 戸 数

００36596特 定 計 量 器

2．2４18541質 量 計

０．７４５５０１３７合 計

不正率（％）不正個数内訳
不正個数検査個数立入戸数

不 足超 過不 足超 過

3．2０．295７1022，94674内容量表記商品
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柑 基本的方向

① 農業・農村の振興

優良農地の保全や遊休農地の解消，降灰等の災害対策などに取り組みながら，都
市型農業や地域の特性を生かした農業の振興に努めるとともに，黒牛・黒豚の資質
改善や家畜の防疫対策を進める。また，安全安心かつ新鮮で良質な市内産農畜産物
の市民への提供に努めるほか，食の新たな魅力づくりなど，農業の６次産業化への
支援等を行うなかで，活力ある農業・農村の振興を図る。
隠 森林・林業の振興

木材生産のほか，温暖化防止や水源かん養など多様な機能を持つ森林の保全を図
るため，森林整備や林内道路などの生産基盤の整備を進め，併せて「森林づくり」
に対する市民の意識の醸成を図る。
韻 水産業の振興

漁港や海づり公園の維持・管理，漁業施設の充実を図るとともに，マダイやヒラ
メ等の稚魚放流や魚礁の設置によるつくり育てる漁業を推進する。
吋 市民とともに築く農林水産業

市民に農林水産業や農村景観，伝統文化等にふれる機会を創出し，農林水産業へ
の理解の醸成を図り，農林水産業への参画や地産地消を推進する。

桓 農 業

① 農業構造 （単位：戸）

資料：農林業センサスによる
（注）敢 農家の定義

経営耕地面積が１０アール以上の農業を営む世帯又は調査期日前１年間にお
ける農産物販売金額が１５万円以上あった世帯

柑 販売農家の定義
経営耕地面積が３０アール以上又は調査期日前１年間における農産物販売金
額が５０万円以上の農家

桓 自給的農家の定義
経営耕地面積が３０アール未満かつ調査期日前１年間における農産物販売金
額が５０万円未満の農家

－２４７－

平成27年平成２２年平成１７年年
区 分農

家

4，５62５，５９９６，１６１農 家 戸 数

１，176１，５９２１，９５６う ち 販 売 農 家

3，386４，００７４，２０５う ち 自 給 的 農 家



（単位：ha）

資料：農林水産省「農林水産統計」による
② 主要農畜産物の生産状況

（単位：ha，トン）

資料：市農林水産部による
（単位：頭，千羽）

資料：市農林水産部による

－２４８－
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平 成 27年平 成２２年平 成１７年年

区 分耕

地

指数構成比面積指数構成比面積指数構成比面積

94．0４6．7１，５8０97．0４５．８１，６３０100４４．４１，６８０田内

訳 85．6５３．3１，８0０91．7５４．２１，９３０100５５．６２，１０４畑

89．3１００．０３，38０94．1１００．０３，５６０100１００．０３，７８４計

平成27年
（※平成26年）平 成２２年平 成１７年年

区分耕

種

部

門

指数収穫量面積指数収穫量面積指数収穫量面積

７０．３３，８１０8５２84．1４，５５６９７４100５，４２０１，１６０水 稲

２３．０３２61．5８３100１３５麦 類

25．44802639．1７３９３６100１，８９０７１甘 し ょ

24．0181448．0３６２４100７５４１豆類・雑穀
※１0４．0※１1，38２※７37105．1１１，４９５７５０100１０，９４０６０４野 菜
※81．5※１，455※２7192．4１，６４９３０５100１，７８５３３１果 樹

105．1３，43626695．4３，１１７２７４100３，２６８２９１工 芸 作 物
（面積）

※59．4－※６0（面積）
64．4－６５（面積）

100－１０１花き庭園樹
※75．9※１7，７88※３0957．4１３，４４８２３１．９100２３，４４０３２７飼 料 作 物

平 成 27年平 成２２年平 成１７年年

区 分畜

産

部

門

指 数飼 養
頭羽数指 数飼 養

頭羽数指 数飼 養
頭羽数

77．17，8６０89．３９，１１０100１０，２００肉 用 牛

103．5３0０93．1２７０100２９０乳 用 牛

19．7８0０32．2１，３１０100４，０７０豚

4．2１50．0１２100２４採 卵 鶏

63．950574．7５９１100７９１肉 用 鶏
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構成比平成２６年構成比平成２１年構成比平成１６年区 分
４７．４１２，６８１５０．７１３，４９１５１．０１３，８３１面積

針 葉 樹
７８．２４，９１９，０００７９．４４，８２８，０００７４．４３，６１７，０００材積
４１．２１１，０４４３８．５１０，２３２３８．２１０，３７５面積

広 葉 樹
２１．８１，３６８，０００２０．６１，２５３，０００２５．６１，２４４，０００材積
５．７１，５３７５．０１，３３７５．１１，３８８面積

竹 林
－６２６，０００－５５２，０００－５７４，０００材積
３．２８５０３．２８６０３．２８８１面積

無 立 木 地
－－－－－－材積
２．５６６８２．６６８６２．５６６４面積

更 新 困 難 地
－－－－－－材積

１００．０２６，７８０１００．０２６，６０６１００．０２７，１３８面積
合 計

１００．０６，２８６，０００１００．０６，０８１，０００１００．０４，８６０，０００※材積

③ 都市農業センターの概要

当センターは，農業技術の実証及び普及研修等を行うことにより，本市の特性
を生かした都市型農業と地域農業の振興を図るとともに，土とのふれあい等を通
じて，市民の農業に対する理解と相互の交流を深め，あわせて市民の健康づくり
に資することを目的とする。
ア 所 在 地 犬迫町４７０５番地
イ 開 所 日 平成９年４月２０日
ウ 施設の概要
１．農業研修ゾーン（本館，実証ほ，畜産技術研修施設等）
優良種苗の実証栽培・生産者の研修

２．市民農園ゾーン（市民農園，レストハウス等）
家族用・団体用・車いす使用者用の市民農園 合計８２０区画

３．ふれあいゾーン（ふれあい学習館，食彩ハウス，ふれあい広場，食の森等）
「四季の花園」での観賞用の花の植栽（夏：ヒマワリ，秋：コスモス，春：
ナノハナ）
「食の森」での収穫体験や加工講習会の開催

エ 利用者数（市民農園利用者を除く）

棺 林 業

① 民有林の概況

（単位：ha薫逢薫束）

資料：県南薩地域森林計画による各年４月１日現在の数値

－２４９－

27年度２６年度２５年度
約１６6，０００人約１６５，０００人約１５７，０００人
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※材積合計欄の数値は，針・広葉樹の合計（四捨五入の関係上，合計が合わないことがある）
平成１６年の数値は，合併による１市５町を合算したもの
② 農林水産部所管の市有林・分収林の概況（農林水産部資料による）

（平成28．４．１現在）
（単位：ha）

款 水 産 業

① 漁業生産状況 （単位：トン）

資料：漁業年次報告による。

② 海づり公園の概要

ア 鴨池海づり公園（開設：昭和６１年４月１２日）
１ 所 在 地 与次郎二丁目９番１２号
２ 開 園 時 間 午前６時～午後７時まで（４月～９月）

午前６時～午後６時まで（１0月）
午前７時～午後５時まで（１１月～３月）

３ 休 園 日 年中無休
４ 施設の概要 駐車場 ５９台

管理棟 鉄筋コンクリート造２階建 延２８６釈
釣 台 長さ１５０ｍ×幅８．０ｍ（釣り人定員２００人）

５ 平成27年度利用者 ２8，810人
イ 桜島海づり公園（開設：平成１７年４月２６日）
１ 所 在 地 桜島横山町１７２２番地３
２ 開 園 時 間 午前６時～午後７時まで（４月～９月）

午前６時～午後６時まで（１0月）
午前７時～午後５時まで（１１月～３月）

３ 休 園 日 年中無休
４ 施設の概要 管理棟 鉄筋コンクリート造平屋建 ２８釈

釣 台 長さ５０ｍ×幅６．２ｍ（釣り人定員４５人）
５ 平成27年度利用者 ８，321人

－２５０－

合 計郡 山松 元喜 入桜 島吉 田谷 山区 分
３８６．０４２．４１６．４１１４．６－７３．５１３９．１市 有 林
２７１．１６０．０－６２．８－１５．９１３２．４分 収 林

平 成 27年平 成２２年平 成１７年年

種 別 指数数量指数数量指数数量
４９．７４３５６０．７５３１１００．０８７５沿 岸漁

船 ２２６．５３０８１９１．９２６１１００．０１３６近 海
４３．０５，４２５７７．７９，８０８１００．０１２，６１７海面養殖漁業
１６．７１５０．０３１００．０６内水面漁業
４５．２６，１６９７７．８１０，６０３１００．０１３，６３４計
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歓 生産組織 （平成28．４．１現在）

汗 農林漁業振興資金

この制度は，農協等融資機関が本市に住所を有する農林漁業者等に融資する農林漁
業振興資金について，市が利子補給等を行い，円滑な資金の融資を図り，農林漁業の
振興に寄与することを目的とする。
① 農林漁業振興資金の種類，融資の対象 （平成28．４．１現在）

－２５１－

市の資金国 の 資 金資金名

区 分
市単独農林
漁業振興資金

漁業近代化
資 金

青 年 等
就農資金

農 業 経 営
基盤強化資金農 業 近 代 化 資 金

農林漁業
全 般水産施設農畜産施設

農地改良等
農畜産施設
農地取得等家畜購入・農機具購入農畜産施設主 な 使 途

農林漁業を営む
個人及び法人

県の実施要領
に規定する者

認 定 新 規
就 農 者

認 定
農 業 者

認定新規
就 農 者

その他
の農家

認 定
農業者

認定新規
就 農 者

その他
の農家

認 定
農業者対 象 者

1．５0％1．５0％－－1．５0％基 準 金 利

－１．30％－－１．30％国・県利
子
補
給
・
助
成
率

－－－－－市

－１．30％－－１．30％計

２．４３５％０．2０％無利子０．2０％以内０．2０％貸 付 利 率

７年以内１５年以内１２年以内２５年以内１０年
以内７年以内１７年

以内１５年以内償 還償
還
期
間 ２年以内３年以内５年以内１０年以内－２年以内５年

以内
３年
以内

７年
以内うち据置

１００％８０％１００％１００％８０％１００％８０％１００％融資率
貸
付
限
度

７５０万円
個人
１，８００万円

法人
１億８千万円

３，７００万円
個人

３億円
法人
１０億円

個人 １，８００万円
法人 ２億円

限度額

会 員 数グループ数組 織 区 分区 分
233１肉 用 牛

畜 産 部 門
3１乳 牛
４１豚
９１鶏
249４小 計
293た け の こ

林 産 部 門 ５１せ ん り ょ う
344小 計
40058野 菜

耕 種 部 門

74１２花 き
54６果 樹
131２茶
85４鉢 物
74482小 計

１，０２７９０合 計
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※ 金利と利子補給率等については，随時改定が行われる。
（注） 農業経営基盤強化資金については，一定の要件を満たす場合，貸付当初５年間

に限り，国の利子助成により，実質無利子となる。

② 貸付実績 （単位：件，千円）

※貸付は農協等による

漢 農林土木

① 農業用施設の現況及び平成２８年度計画 （平成28．４．１現在）

② 平成２７年度事業別施工実績 （単位：千円）

－２５２－

合 計その他水産施設等農機具農業施設区 分
41０03件数

26年度
１25，99０45，0０００080，990金額

４2０20件数
27年度

１44，０00130，００００14，0000金額

水 門
（か所）

井 堰
（か所）

橋 梁
（か所）

ほ場整備
（ｈａ）

用排水路
（灼）

農 道
（灼）

種 別

区 分

５５４８５２２０３，38０
（８１２）２７２９５２

（75）
現 況
（延長，面積，か所）

０００4．7０．21．3平成28年度計画
※（ ）は農道では一定要件農道延長，ほ場整備では区画整理済面積

負担割合（％）実 績
区 分

地元市県国地元
（受益者）市費国・県補助金事業費件数

－100－－－231,965－231,96556市 単 独 土 地 改 良 事 業
－6040－－－－－－農 道農業・農村

活性化推
進施設等
整備事業

－6040－－2,5031,7524,2551水 路
105040－－－－－－ほ 場 整 備
－6040－－－－－－農 業 集 落 道 路
－321850－4,0328,56812,6003西部第一地区村づくり

交 付 金
（注）団体営
土地改良
事 業

102416501673,2336,60010,0004吉野地区
1040－504351,7412,1764,3521鹿児島第１地区農業基盤

整備促進 －45－55－5,1136,24911,3623鹿児島第２地区

－45－55－2,8923,5346,4262荒毛内門地区農地耕作
条件改善

－100－－－2,873－2,8732市 単
降灰農業用

施設等
災害復
旧事業

－5050－－－－－－（注）県 単
－100－－－3,７０７03,7０７６（注）国 庫農地
－71－29－6,１７０2,4788,６４８６（注）国 庫施設
－100－－－106,703－106,70312市 単施設
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※ 災害復旧（国庫）は27年災の合計，件数は地区数。
（注） 事務費等を含まない。

③ 市単独土地改良事業費の推移 （単位：千円）

④ 平成２７年度県営土地改良事業の負担金

澗 農事事務嘱託員制度

① 設置目的

農林行政の円滑な運営を図るため，農事事務嘱託員制度を設ける。
② 委嘱事務

ア 農林業に関する各種調査及び報告
イ 農林業に関する文書等の配布，伝達
ウ 農地及び農業用施設の整備要望の取りまとめ及び用地確保への協力
エ 農地及び農業用施設の災害復旧対策推進への協力
オ その他，農林業に関して特に必要な事務
③ 人 数（平成28．４．１現在）
３６4人

５ 中央卸売市場
業務開始 昭和１０年１１月３日（全国で７番目）
職 員 数 ２２名（平成28．４．１現在）

青果市場 東開町１１番地１

－２５３－

市負担金負 担 割 合 （ ％ ）事 業 名
（千円）市地元（受益者）県国（地 区 名）

2,2501503055県営農地環境整備事業
（川田地区）

4,8752502550基幹水利施設ストックマネジメント事業
（松元地区）

7,125計

平成27年度平成２６年度平成２５年度平成２４年度年度別

区分
工種 指 数工事費指 数工事費指 数工事費指 数工事費

４１.１3２,７０９42．2３３，５３７53．1４２，２５６100．0７９，５４９農 道 改 良

６５.５１８,２１３78．6２１，８２８120．4３３，４３５100．0２７，７７３農 道 整 備

99.1181,04386．9１５８，６８９66．1１２０，７２０100．0１８２，６２８水 路 改 良
そ の 他

80.0231,96573．8２１４，０５４67．7１９６，４１１100．0２８９，９５０計
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昭和５１年１１月新設移転
敷 地 面 積 ９７，３９３釈
施設延面積 5０，465釈

平成27年次の青果物の取扱高は数量で１８０，968トン（対前年比９8．2％），金額で３55億
２千５百万円（対前年比110．9％）となり，数量は前年並みであったのに対し，金額は前
年比約１割増であった。
野菜の入荷状況は，１～４月は低温や日照不足の影響をうけ，県内産を中心にやや
少ない入荷であった。５～９月は梅雨の記録的な降雨や台風による輸送の乱れがあっ
たが順調に入荷し，10月以降は県内産を中心にやや多い入荷であった。野菜の入荷量
は152，662トンとなり，前年に比較して1,797トン（1.2％）減少した。
相場は，１～３月は数量減によりやや単価高となり，４～10月も天候不順による全

国的な品薄傾向から転送需要が強く，大幅な単価高で推移したものの，産地の変わっ
た10月以降は，順調な入荷により単価安で推移した。
総額では268億５千２百万円となり，前年に比較して31億１千５百万円（13.1％）増
加した。１㎏当たりの平均単価は176円で前年に比較して22円高となった。
果実の入荷状況は，１・２月は順調な入荷であったが，３～９月は生育期の低温や
日照不足による生育遅延・着色不足により少なく，全国的に早い秋の訪れとなった９
月以降は，順調な入荷であった。果実の入荷量は25,600トンとなり，前年に比較して
1,651トン（6.1％）減少した。
相場は，１・２月は節分やバレンタインデー，旧正月と祭事が続き，３～８月は天
候不順により数量が少なかったため，単価高となり，全体的に内容の良かった９月以
降もやや単価高で推移した。
総額では83億８千４百万円となり，前年に比較して３億８千４百万円（4.8％）増
加した。１㎏当たりの平均単価は327円で前年に比較して33円高となった。

魚類市場 城南町３７番地２
昭和４２年４月新設移転
敷 地 面 積 ３０，１５１釈（県有地の借地を含む）
施設延面積 １８，587釈

平成27年次の水産物の取扱高は，数量で27,160トン（対前年比94.2％），金額で183
億２千５百万円（対前年比96.9％）となり，数量は1,663トン，金額は５億９千万円，前
年を下回った。
これを種類別に見ると，数量でしび12.7％，かんぱち4.8％，たい類4.2％増加している
が，たちうお76.2％，たるめ24.1％，かつお類16.2％減少し，全体的にはやや減少した。
金額については，数量の増加した，しびやたい類などが金額も増加しているが，魚類
市場で最も取扱数量の多い，かつお類が数量，単価ともに減少したことなどにより，全

－２５４－
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体的にはやや減少した。
鮮魚全体の１㎏当たりの平均単価は，625円（対前年比102.3％）で前年より14円の増
となった。
冷凍魚は，数量，金額ともに減少したが，単価は前年をかなり上回った。塩干・加工
品は，数量，金額ともに減少したが，単価は前年をやや上回った。

中央卸売市場の再整備

近年の卸売市場を取り巻く環境の変化等を踏まえ，施設の整備をはじめ，将来的に
あるべき方向性を明確にし，その方向性に基づいたハード・ソフトの両面について検
討を行い，健全な市場運営を目指すことを目的として，「機能的な市場」，「活力ある
市場」，「魅力ある市場」の３つの基本コンセプトを掲げ，今後の市場の施設整備と活
性化対策についての整備方針を示した「鹿児島市中央卸売市場整備計画」を平成２１年
３月に策定した。
整備の方針として，青果市場は，ストックマネジメントの考え方に基づき，施設の高
度化や利用者の利便性に対応した改修や修繕に取り組むこととし，魚類市場は，老朽化
が著しく，施設の再整備が急務となっており，現在地での建替えを進めることとした。
この「鹿児島市中央卸売市場整備計画」に基づき，青果市場，魚類市場それぞれの目
指す姿と達成目標を明らかにし，それらを実現するために必要な取組みと，市場整備を
推進するため，平成２４年３月に「鹿児島市中央卸売市場魚類市場再整備基本計画」を，
同年７月に「鹿児島市中央卸売市場青果市場リニューアル基本計画」を策定した。
平成２５年度は，それぞれの基本計画に基づき，青果市場では，リニューアル整備に
向けて，技術的検討を踏まえた整備方針を取りまとめ，さらに品質衛生管理機能の向
上を図るための屋根付荷捌場の実施設計を行い，魚類市場においては，現在地での建
替え整備に向けて，再整備基本設計をまとめた。
平成２６年度は，青果市場では，屋根付荷捌場（その１）の工事を完了したほか，自走
式立体駐車場及び既存施設の改修工事のための実施設計を行い，魚類市場では，魚類市
場再整備実施設計を行ったほか，仮設市場棟やポンプ室の新築工事等に着手した。
平成27年度は，青果市場では，屋根付荷捌場（その２）及び自走式立体駐車場が完
成したほか，管理棟，関連商品売場棟の改修工事を完了し，魚類市場では，仮設市場棟
やポンプ室等が完成したほか，卸売場棟などの１期解体工事に着手するなど，両市場の
基本コンセプトである「魅力と活力にあふれた機能的な市場づくり」と鹿児島の「食」
の魅力を伝える発信拠点の実現を目指して整備に取り組んでいる。
敢 取扱品目

青果市場 野菜，果実及びこれらの加工品，鳥卵並びに規則で定めるその他の食
料品

魚類市場 生鮮水産物及びその加工品並びに規則で定めるその他の食料品

－２５５－
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柑 市場施設 （平成28．４．１現在）

桓 取引機構 （平成28．４．１現在）

棺 市場使用料

卸売業者市場使用料……卸売金額（消費税額及び地方消費税額を含む。以下同じ）
の１０００分の３（鳥卵及び調理冷凍食品並びに冷凍鯨肉以外
の冷凍魚及び調理冷凍食品は卸売金額の１０００分の１）

卸売業者売場使用料……１釈 １カ月 青果市場１００円 魚類市場１００円
仲卸業者市場使用料……条例第５２条第２項の規定により買い入れた物品の販売金額

（消費税額及び地方消費税額を含む。以下同じ）の１０００分
の３（鳥卵及び調理冷凍食品並びに冷凍鯨肉以外の冷凍魚
及び調理冷凍食品は販売金額の１０００分の１）

－２５６－

摘 要面 積名 称市 場 別

鉄筋コンクリート造，鉄骨造１１，１０３釈卸 売 場

青 果 市 場

〃６，７６０仲 卸 売 場
〃４，３３２事 務 室
〃3，930屋 根 付 荷 捌 場
〃3，468買 荷 保 管 所
〃2，987関 連 事 業 店 舗
〃5，638冷 蔵 庫
〃4，444自 走 式 立 体 駐 車 場
〃7，803そ の 他

５０，４６５計

摘 要面 積名 称市 場 別
鉄筋コンクリート造，鉄骨造５，７８４釈卸 売 場

魚 類 市 場

鉄筋コンクリート造２，５９２仲 卸 売 場
〃３，０９１事 務 室
〃１，１４３買 荷 保 管 所

鉄筋コンクリート造，木造９２６関 連 事 業 店 舗
鉄筋コンクリート造２００冷 蔵 庫

〃３２０冷 蔵 砕 氷 施 設
鉄骨造２，６７２自 走 式 立 体 駐 車 場
〃６０発泡スチロール処理施設

１，799そ の 他
１８，５８７計

関連事業者売買参加者仲 卸 業 者卸 売 業 者業種別員数
市 場 別

２７１３426２青 果 市 場
１２８７２９２魚 類 市 場
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仲卸業者売場使用料……１釈 １カ月 青果市場１階６００円，２階１００円
魚類市場３００円

事 務 室 使 用 料……１釈 １カ月 青果市場 卸売場棟７００円，その他６５０円
魚類市場３４０円

土 地 使 用 料……１釈 １カ月 青果市場４０円 魚類市場３０円
関連事業施設使用料……青果市場 関連商品売場１釈 １カ月１，２５０円

魚類市場 関連商品売場１釈 １カ月 ４２０円
買出人休憩所１釈 １カ月 ４２０円

立体駐車場施設使用料……青果市場 １区画 １カ月2，０００円
駐車場施設使用料……魚類市場 １区画 １カ月３，０００円
市場使用料のうち卸売業者市場使用料，仲卸業者市場使用料及び土地使用料の
額は，上記により算出した額とし，これらの使用料を除くその他の使用料の額
は，上記により算出した額に１００分の１０８を乗じて得た額とする。

款 年間取扱高

－２５７－

平 成 27年 次平 成 ２６ 年 次平 成 ２５ 年 次年次

区分 金 額数 量金 額数 量金 額数 量

35，524，608180，96832，044，864184，35932，265，043185，313青 果 市 場

35，524，608180，96832，044，864184，35932，265，043185，313卸 売 業 者

26，852，001152，66223，736，773154，45924，031，065154，801（野 菜）

8，383，92525，6007，998，94127，2517，938，88627，725（果 実）

288，6822，706309，1502，649295，0922，787（そ の 他）

000000仲 卸 業 者

18，324，53927，16018，915，50828，82318，034，14530，154魚 類 市 場

17，586，47526，52318，097，70528，03517，064，59629，152卸 売 業 者

14，306，77422，88214，732，81924，11313，871，92725，051（鮮 魚）

1，546，3001，7741，587，8631，9381，545，9292，028（冷 凍 魚）

1，733，4011，8671，777，0231，9841，646，7402，073（塩干，加工，その他）

738，064637817，803788969，5491，002仲 卸 業 者

53，849，147208，12850，960，372213，18250，299，188215，467計
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歓 青果市場入荷量状況 （単位：ｔ）

汗 魚類市場鮮魚の魚種別取扱高 （単位：ｔ，％）

－２５８－

果 実野 菜

平成２7年次平成26年次平成２7年次平成26年次

321鹿児島市

国

内

437鹿児島市

国

内

3，747鹿児島市

国

内

4，663鹿児島市

国

内

4，306県内計5，542県内計76，659県内計80，072県内計

3，622青 森3，487熊 本19，952北海道17，547北海道

3，439熊 本3，263青 森11，887長 崎13，280長 崎

1，848福 岡2，030福 岡8，239熊 本8，645熊 本

1，210長 野1，119長 野7，129宮 崎7，188宮 崎

818和歌山773愛 媛5，674長 野5，489佐 賀

3，858その他3，573その他20，187その他19，077その他

14，795県外計14，245県外計73，068県外計71，226県外計

6，499外 国7，464外 国2，935外 国3，161外 国

２5，600合 計２７，251合 計１５2，662合 計１５4，459合 計

平 成 27 年 次平 成 26 年 次順

位 率数 量魚 種率数 量魚 種

28．16，429か つ お 類３1．87，671か つ お 類１

7．81，780ぶ り7．41，778ま ぐ ろ 類２

7．61，742ま ぐ ろ 類7．41，774ぶ り３

6．51，495た い 類6．01，435た い 類４

5．91，359し び5．51，327あ じ 類５

5．71，313あ じ 類5．01，212さ ば 類６

5．41，232さ ば 類5．01，206し び７

5．31，218貝 類4．91，190貝 類８

3．7850か ん ぱ ち3．4811か ん ぱ ち９

3．0678い か 類2．7661い か 類１０

21．04，786そ の 他20．95，048そ の 他

１００．０２2，882合 計１００．０２４，113合 計


